バインダ　ノ　ケイザイ　テキ　タイヨウ　メンセキ　ノ　サンシュツ　ニツイテ by 藤木, 徳実 et al.
佐大農業 30:63～71 (1970) 
パインダの経済的耐用面積の算出について
藤木徳実
（農業機械学教室）
昭和45年7月16日受理
A Study on Calculating Durable Years of Binder 
Tokumi FUJIKI 
(Laboratory of Agricultural Machinery) 
Received July 16, 1970 
Summary 
Generally, durable years of new farm machineries have been estimated from foreign pre-
cedents and the lives of resembling machineries. If the mean times to failure of the parts 
were known from the researches on the parts out of order, however, the durable years of 
the machineries would be estimated from engineering side without troublesome calculation 
of the sales account, etc. 
We have researched on the failures concerning 31 binders of two types which were as-
sembled from almost the same parts by a maker, and tried to predict the mean times to 
failure of the parts, therefore it was intended to calculate the durable years of the binders, 
which have been developed in Japan of late. 
But the numerical value showing the durable years will be varied by the future research-
es and studies, because these calculations depended on the data during the three short 
years since the beginning of di妊usion.
The repairing cost curves were drawn for the ordinary operating conditions under the 
data of the research. And the costs consisted of repairing cost and the purchase price of 
the binders. 
Thinking that the renewing chance would come when the total repairing cost was 
greater than 40 percent of the purchase price, the economical durable area was presumed 
to be 80～101 hectares. And if the repairing cost curve was thought to be a straight line, 
the durable area would be 67～87 hectares. 
Drawing the tangent line to the repairing cost curve from the origin, the contact point 
was said to show the economical durable area. According to this thought, the durable area 
was presumed to be 175～200 hectares. 
I緒言
これまで使っていた農業機械を新しいものと買い換える時には，次項のような種々の経済的な
検討が行なわれる．本稿は故障調査の延長として故障修理費の方面から，パインダについて買い
換え適期の推定を試みようとしたものである．すなわち近年lζ考案されて普及しつつあるパイン
夕、、の，真の耐周年数はまだ解明段階にあり，外国製のパインダや類似機械の耐周年数をそのまま
用いるのは，妥当でない．筆者らはパイン夕、、部品K関して故障実態調査を行なって，パインダの
故障特性をある程度明確Kできた1)2）.すなわちパインダの信頼性が3年目では約1割にすぎな
いことや，結束ドア，結束チェン，結束駆動チェン，放出アームプッシュ，自在継手の5部品全
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部が故障するまでにはおよそ 55ha位収穫できる等と予想できた． しかしこれに修理経費的な
考慮を加えなければ経済的な更新時期が判定できないζとがわかった．そこで調査から得た平均
的な使用状態における耐用性を，故障調査の結呆から明らかにしようと考えた．
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算出の方法論
1) 損益分岐点による方法
これは一般の生産機械において伝統的lζ用いられている方法である.3)4）これを Fig.I につい
て見れば，横軸lζ生産量ないし販売量を，縦軸IL費用をとって総費用曲線と売と高曲線とを描く．
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Fig. I. 
この時両者の交点Pが損益分岐点であるとされる． したがってP点より多く生産ないし販売すれ
ば利益を得ることができる．これをパインダ1ζあてはめるには，横軸IL収穫面積または使用時聞
を，縦軸には費用をとる．ここで変動資としては燃料や紐等の消耗品費，修理費が当てはめられ
る．固定資としてはパインダの購入賞または償却費がこれに当る．問題となるのは売と高である．
機械利用による収量の増加や，機械化により浮いた労力の活用によって所得が期待される場合に
は，手刈収穫とパインダ収穫との差だけの検討では不充分である．また重労働からの解放や農家
生活全般について実情を勘案することが必要であるが，実際問題としては簡単ではない．
なお乙の考え方は年聞の使用時間ないし収穫面積を横軸lζとる乙ともある4）が，この場合は，
売上高の算出の他Iζ固定費の算出lζ問題がある．なぜならば購入価格を耐周年数で割って年間固
定資とすることになろうが，まだ耐周年数が未明の時点にあるからである．
2) 残存価格と修理費との比較による方法
耐用年数を推定し，定額法ないし定率法により減価償却をして行き，金利を考慮してその時々
の残存価格を算出する．この値段より高い修理貨を要する故障を起乙した時は，修理するよりも
買い換えた方がよいという考え方である． この場合にも減価償却貨を計算するためには耐周年数
を予め知る必要がある．
3) 総修理費係数による方法
修理や整備に要する費用は，使用状態， 使用時間など各種条件によって変化するので，毎年の
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修理費は異なるのが普通である．また機械が古くなるに従い，修理費は増加するが，年間修理費
を予算化するために総修理費を考慮することがあるの． 機械を購入してから経済的更新時期まで
に要する総ての修理費を購入価格の何割かに限定する．すなわち購入価格に対する経済的な総修
理費の割合を推定する方法である．この割合が総修理費係数であり，パインダの場合は内外国の
事例を参考1[409らという数値が与えられている6).
購入後の修理，整備費を積算した額が，予め求めた総修理費を越した時を買い換えの時期と判
断する乙とになる．乙の場合lζは総修理費係数の推定lζ問題があるが，故障調査の結果から更新
時期を判定するのには非常に便利である．
4) 修理費積算曲線による方法
機械の修理費は使用時間の経過につれて増大する傾向にある．購入価格と故障修理費の積算曲
線を Fig.2のように描いて，原点Oからこの曲線iζ接線を引いた時の接点を経済的な使用時間
と考える方法である7). との時聞を越せば修理費が急激iと増加するから，修理するより更新した
方が得策であるという考え方である．すなわち何らかの方法で－修理費が急増する時期を推定しよ
うとするもので－ある．
この場合修理費の支出状態が，機種や運転技術によって一定しないから，使用状態や故障修理
の実態調査が行なわれたうえで，故障特性が明らかなものに便利で有効であろう．
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Fig. 2. Economical investigation by the total repairing cost curve. 
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5）その他
現に使用している作業機よりも高性能のものが開発されて，従来機が陳腐化した場合lと，買い
かえられる乙とがある．同一作業を行なうものに限らず，その作業を包含するような機械が開発
された場合も同様に考えられる．たとえば刈倒し型収穫機やパインダが行なう刈取りや結束の作
業が，刈取りと脱穀を行なうコンパインに取って変わられる等の類である． この場合lとも従来機
と新型機とについて，直接費的ないし間接費的な経済的検討を避ける乙とはできない
新型機種生産が軌道K乗れば，ついには旧型機種が生産されなくむる．すると故障修理するに
も部品がなくなり，特別注文で手に入れても高価なものになる恐れがある． 乙の場合にも買い換
えないし廃棄されるであろう．チェーンやベルトの一般的小物は代用品iζ事欠かないが，特異な
型を要する部品が製造中止されていれば致命的であろう．
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III 結果と考察
損益分岐点による方法および，残存価格と修理費との比較による方法とが，更新時期を推定す
る手段として工作機械等に利用されているが，農業機械は工作機械等と異なり，売上げ高の計算
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Fig. 4. Failure inclination of the parts in hour. (Marks indicate the same parts as Fig. 3.) 
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等が困難であり， しかもパインダの耐周年数は未明の時点であるので，故障調査の結果を布延し
て，パインダの耐用性の推定を志向した． したがって特に，総修理費係数による方法，および修
理費積算曲線Kよる方法を使って検討する．
何らかの方法でおよその耐周年数がわかれば，それを利用して残存価格と修理費との比較もで
きるので，それらの相Eを検定手段とすることもできる． しかし今回の考察の基となる故障調査
結果はパインダ導入以後永くて3年を過ぎた時点のものであり，耐用性が推定できたとしても，
今後の調査研究により変えられるであろう．すなわち考察の結果は流動的なものであり，今後の
たたき台にすぎないと考えられる．
1970年1月に行なったパインダの故障調査の結果からパインダの故障特性を図示すれば Fig.3 
および Fig.4を得る. Fig. 3は収穫面積を基準とし， Fig.4は使用時聞を基準として描いた
Weibull確率紙1）めである．これらの図より各部品の平均寿命 μを算出して Tablelの左前半
Table 1. Calculating table of repairing cost for the binders. 
Number of Unit cost to Reserve fund Time basis Area basis per ha. to )epair parts repair (¥) (¥/ha 
＊ 
E凶
書ロR.i] 司" cミ5』回、をa・Zヨロub。~ ~~』、 ＇F.ヨbロUD~ 。ω主O』.・. ヨ5同uD 制~ トl. e国言D』、．ヨ§.日D~ c回~·f~ 〉、 o~ζ回。 Sヨ；~、Parts 3戸竺宅i、z司
A Binding clutch arm 2.0 l~；） I 2. 2 ga)i 250 250 20.8 20.8 
B Driving chain for I. 8 230 I. 5 21 50 50 2.4 2.4 binding sect. 
C Notter bil 2.0 270 2.2 20 5000 5000 250.0 250.0 
D Pick-up tine 2.5 980 2.3 87 36 54 100 100 41. 4 62.1 
E t~h~ff~~ing of cut- 2.1 39 I. 9 2.5 500 600 200.0 240.0 
。F Throwing arm I. 3 680 I. I 63 2 2 120 120 3.8 3.8 bushing 。G Cord cutting knife 0. 7 0.9 39 110 110 2.8 2.8 
H Univ. joint to shift 0.9 I. 2 57 2 3 1300 1300 45.6 68.4 straw 
I r~fa~~~f J~1~or I. 6 I. 7 30 2 3 10 IO 0. 7 I. 0 。Translating belt 3.2 34 2 2 1100 1400 64. 7 82.4 
Various bearing 2.6 20 350 350 17.5 17.5 
Breaking of cutter 2.8 26 135 135 5.2 5.2 blade 。~l~~~ge of cutter 35 3400 4800 97. 1 137. 1 。Puncture 0.95 143 2 2 14000 14000 97.9 97.9 
Change of driv. 33 560 560 17.0 17.0 chain to bind 。Change of pick-up 35 3 15400 308.6 440.0 chain 
Total 1175. 5 1448.4 
110%。ftotal 1293.0 1593.0 
120% of total 1410.6 1737.9 
Rψ向伽king I 
* W. F.; WEIBULL function 
~ ??．????。 、?? ?．?????? ???? ?????? ???
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を得た．なお平均寿命 μは，寿命分布の確率密度曲線の式を j(t）とした時に（I)式で表わされ
るの
ベtゾ（料 ο
Weibullの確率密度函数を代入すれば
? ??
、 、 】
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ここで T=tm/toすなわち dT=(mtm1/to)dtとおき，さらにガンマ函数で表わせば，（2）式に
より平均寿命 μが求められる．
μ=t汁（去＋i).
乙のようにして求めた平均寿命が，農家の平均的取扱いおよび使用状態における故障発生の頻
度を表わすとすれば，使用時間の経過につれて各部品が定期的に交換されると考えてよい．そ乙
で各部品の修理費がわかれば，平均的使用状態におけるパインダの修理費の増加特性が明らかに
なると考えた．なお平均寿命を表わす単位としては時間よりも面積で表わした方が調査の実状と
合致するので， ha単位での修理lt1iを算出するの．
調室対象となったパインダの，純正部品定価表より部品代を求め，部品個数を考慮して修理費
の増加状態をまとめると Tablelの右半分を得る乙とができた．部品によっては故障の状態を
も考慮、した．たとえば，刈刃では，メIJ刃が異物をかんで欠げた場合は一枚づっ交換する乙ともで
きるし，使用時聞が長くなると刈刃全体を換える場合もある．またおよそ収穫シーズン毎lと分解
して研摩されることもある．チェーン類もかしめが取れて切れる場合はー駒づっ交換されること
もあり，全体を交換する必要も生じている．これらは同一部品であっても当然異なった故障とし
て取扱った．
部品個数が複数の場合は，故障発生および修理の状況から， 1個づっ交換すればよいのか，全
個数を変える必要があるのかを判断した．すなわち引起し爪，自在継手，羽根止めピン，刈刃欠
損，パンク等は 1個づつの交換とし，長時間使用後の放出アームプッシュ，横送りベノレ 1－，引起
しチェン等は，調査結果から摩耗や寿命によるものと推定され，同時に交換されると推考した．
部品だけを購入して農家自身が修理する場合もあるが，一般に部品代の1割！ないし2割の交換
技術科を要すると考え，定期点検手数料以外について，修理費が部品代のみ， 1割増ならびに2
割増の3通りの各場合について考慮した．
1) 総修理係数による方法
パイン夕、、の購入価格は需要期，非需要期によって約3万円ほどの巾があるが，平均して二条刈
パイン夕、、が30万円，三条刈パインダが40万円と仮定した．総修理費係数は全勝速において提案め
されている40%という数値を取る乙とにする．すなわち二条刈パインダの場合，故障修理費の合
計が12万円を・越えた時，三条刈パインダでは16万円を越えた時が更新の適期であると考える．
部品の寿命が Tablelのように定期的に尽きるから，それを見越して積立てを行なえばよい
ので，修理費曲線は直線式によって表わしてもよいと思われる．そ乙で調査中に出た総ての故障
部品について，その部品の平均寿命が来るころK，部品を取り換えるだけの蓄えが必要であると
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考えた．故障した総ての部品についての蓄えを加えると， Table2のようにまとめることができ
る．乙れがパインダ購入価格の40%を越えるのは，二条刈で部品代と 2割増手数料の場合 67ha
収穫時，三条刈で部品代のみの場合 87ha収穫時と計算することができた．
Table 2. Coe伍cientof repairing cost curve and economical lives of the binders. 
Repairing cost per hectare (¥/ha) Harvest-able area til repairing cost exceed 40 % of purchase pr. (ha) 
2 rows cutting I 3 rows cutting 
type I type 
2 rows cutting 
type 
I 3rows cutti 
type 
① Regularity checking 
+ parts price 100 % 
② R_e~ularity checking 
+ 110% ofpartspr. 
③ Re~~larity checking 
+ 120%。fparts pr. 
1560 1833 77 87 
1678 1978 72 81 
1795 2122 67 75 
しかし使用時聞が延びれば，高価な部品が故障するようになるから，修理費曲線はある程度高
次の増加函数であるとする考えも成り立つ． そこで Tablelのうち，比較的寿命の短かいもの
のみは修理費が直線的l乙増大すると考えて，今回の最長使用記録である 33haより短かいもの
を取り出して ha当り修理費を出したのが Table3である． また一方，比較的長い寿命を持つ
部品だけを取り出して修理費曲線を求める．すなわち， Tablelの中でO印を付した 6部品から，
最少二乗法により三次の曲線式lζ近似させ， Table3の値を加えて Fig.5のような修理費積算曲
Table 3. Repairing cost per ha. for the short lived parts. (Yen/ha). 
2 rows cutting type 3 rows cutting type 
① 100 % parts+ R. C. * 
② 1 10 % parts+ R. C. 
③ 120% parts+R. C. 
985 
1045 
1105 
1069 
1137 
1206 
* R. C.; Regularity checking cost 
1000 
ミふ
「3
§ 
町
§ 500 
③（120%) 
①（100%) 
③（120%) 
①（100%) 
? 。
?
。 50 100 150 200 
Operating area (ha) 
Fig. 5. The total repairing cost curves of the binders. （①，③correspond to①，③of Table 3.) 
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線を描く ζとができた．この曲線群が経済的総修理費を越える点を読むと，二条刈で部品代と 2
割増手数料の場合 SOha収穫時，三条刈で部品代のみを考えると 101ha収穫時と推定するこ
とができる．
総修理費が購入価格の40%を越えた時が更新の適期と考えれば，以上のように考・察することが
できるが，総修理費係数を 10%刻みlζ増減するとおよそ Table4のようになる． しかし総修理
費が購入価格と同額に近くなるまで使うのは，経済的に不利であろうと考えられる．
Table 4. Harvest-able area at the various rate of repairing cost to the purchase price (ha). 
2 rows cutting type 
Ratio of total repairi{; )ost to 
the purchase pr. ＊① 100% 
+ R.C. 
30 59 
40 69 
50 100 
60 117 
70 133 
80 146 
90 158 
＊①，③； correspond to①，③of Tab. 2 
R. C.; Regularity checking cost 
2) 修理費積算曲線による方法
③ 120% 
+ R.C. 
51 
80 
87 
104 
119 
132 
144 
3 rows cutting type 
① 100% ③ 120% 
+ R.C. + R.C. 
76 65 
101 88 
123 109 
142 127 
157 142 
171 156 
182 167 
前項前半lζ求めた，直線で表わされる修理費曲線では，原点からの接線を求めることができな
いので，前項後半に求めた修理費曲線群に対して，原点Oから接線を引く． 乙の接点が経済的使
用時聞を表わすことになるが，乙れを表にまとめると Table5となる すなわち前項の方法で
求めた経済的使用面積よりも，はるかに大きくなる．
Table 5. Economical lives of binders, calculated by the tangent line to the repairing 
cost curve (ha). 
① 100% + R. C. 
③ 120% + R. C. 
2 rows cutting type 
190 
175 
3 rows cutting type 
200 
195 
乙の方法の眼目となるのは修理費用が急増する時点を求めることにあると考えられるので，購
入価格は据置いたままで，乙れら修理費曲線群を一回積分してみた．そして同様に原点を通る直
線の接点を求めたが，結果は芳しくなし 15～20haという非現実的な値が出た．
種々の方法により経済的使用面積を算出し，二三の明確な数値を得たが， 乙のうちのどれに最
も信頼性があるかは，今後数年の調査から明らかになると考えられる．また一応の耐用時聞を得
ることが出来たので，残存価格と修理費との比較を行なって検定することもできるが，パインダ
の使用実績も少ない時点であるので，故障調査範囲をもっと広げたうえで検討する予定である．
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IV摘要
新しく考案され普及されつつある農業機械の耐周年数ないし耐用時間は，類似機械の耐用性や
外国の事例により推定されているが，故障調査が行なわれた上で，各部品の平均寿命がある程度
推定されておれば，機械技術的方面から，耐用年数が予測されるのではないかと考えた． しかし
純機械的に故障発生の確率を求めても，経費的な検討を加えないならば，更新時期を明確にでき
ない．すなわちよほど致命的な部品が存在し，そこK故障発生がない限り，更新時期であると明
言できないし，またほとんどの故障は部品交換により回復することができるからである．
そこで本稿は故障調査を行なったことにより，故障特性をある程度明らかにできたパインダを
例にとって，耐用面積ないし耐用年数を推定しようと試みたものである． しかしパインダ自身が
導入されて以来，やっと 3年を過ぎた時点での故障調査を基としているので，推定された数値は，
今後の調査によって書き変えられることになろう．
故障調査の結果から，部品の平均寿命が来るたびにその部品を交換すると考え，平均的使用状
態での修理費がどのように増加するかを示す修理費積算曲線を描ーいた．
更新するまでに要する総修理費が，購入価格の40%を越える時が更新適期である，とする考え
方によれば，耐用面積は 80～101haと予想された． また修理費積算曲線が直線であると仮定し
て同様IL考えれば， 67～87haという値を得た．
次lζ修理費積算曲線が急増しはじめる点の目安を得るために，原点からこの曲線に接線を引き，
その接点を更新適期と考えれば，耐用面積は 175～200haと大きな値となった．
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